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具
体
的
取
組

市
第三期協約期間に引続き、補助金等の財政援助を行わず、経営環境等をふまえながら、団体と共に民間主体の
運営に向けた取組を進めます。

団
体

公益的役割を果たすとともに、民間主体の運営について、市と共に取組を進めます。

団体の目指す将来像 民間主体の運営に向けた取組の実施

現在の取組 第三期協約期間において、市と団体で経営状況の分析等を行っています。

方針期間の主要目標
市および団体で、公益的役割を果たす
とともに、民間主体の運営に向けた取
組を進めます。

経営基盤の強化
経営状況等の分析

民間主体の運営に向け
た取組の実施

具
体
的
取
組

団
体

増加するインバウンド旅客の獲得や空港の24時間化に伴う深夜便への対応のため、羽田空港線の国際線行ダイ
ヤ強化や営業時間延長による深夜早朝便の受入れなど空港アクセスの強化に向けて取り組みます。また、平成
25年8月の高速乗合バス制度改正後、横浜駅周辺に乗降場所を求めるバス事業者は依然として多いことから、
整備を進めている新たな乗降場所を活用し、新規路線の誘致を一層進めます。さらに毎年実施しているアン
ケート調査の結果等をもとに、安心して利用できる施設の整備、充実したバスサービスの提供に取り組みま
す。

市
市の交通施策や中期計画等の視点から、指導・調整等を行います。
高速乗合バス制度の改定に伴う乗降場所の設置検討に関して支援します。

(2) 事業の再整理や民間主体の運営に向けた取組

現在の取組
平成25年4月より開始した羽田空港線の横浜駅改札口前停車や平成25年度8月に開始した高速乗
合バス制度の改定を契機とした新規バス路線の誘致など、利用客の利便向上や施設・設備の改
善に取り組んでいます。

方針期間の主要目標
①総利用客数の確保
②アンケート調査の実施

①年間344万人（成田
57万人、羽田183万
人、その他104万人）
②実施（お客様満足度
3.7点/5点満点）

①年間361万人（成田
49万人、羽田187万
人、その他125万人）
②実施（お客様満足度
3.8点）

協約（団体の経営向上等に向けた団体及び市の取組）

【取組の概要】

空港の24時間化に伴うアクセスの確保、夜行高速バス発着場所の提供や、増加するインバウンドへの対応など、市民や来
街者の利便向上に資する公益的役割の高まりを受け、横浜市とも連携して取り組み、空港アクセス線および高速乗合バス
等の発着拠点としての役割を果たすとともに、民間主体の運営に向けた取組を進めます。

(1) 公益的使命の達成に向けた取組

団体の目指す将来像
安全・安心で、充実したバスサービスを提供する空港アクセス線および高速乗合バス等の発着
拠点

方針の期間 平成27年～平成28年
３年間以外の
場合の考え方

団体の中期経営計画期間 主要施設の指定管理受託期間

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

団体経営の方向
性（団体分類）

民間主体への移行に向けた取組を
進める団体

経営改革方針
（旧方針）におけ

る団体分類
民間主体の運営が望ましい団体

方向性の
考え方
（理由）

近年、首都圏空港へのバスアクセスは鉄道アクセス強化等の背景から減少傾向にあり、ＹＣＡＴを取り巻
く経営環境は厳しい状況となっています。一方で、横浜市中期4か年計画（平成26～29年度）、横浜市を
含む神奈川県が指定されている国家戦略特区において、空港アクセスの強化が示され、収益性の低い深夜
早朝時間帯における空港アクセス線受入れ等の対応が求められます。また、市の中心部である横浜駅の大
改造計画（エキサイトよこはま22）における空港アクセスの公益的役割を拡充する動きもあります。国や
市の施策等をふまえながら、経営およびサービスの向上に取り組むと共に、民間主体の運営に向けた取組
を進めます。

団体名 横浜シティ・エア・ターミナル株式会社 所管課 都市整備局都市交通課

方針（経営の方向性）

外郭団体として
の必要性、役割

横浜市民等にとって、首都圏空港への直通バス発着ターミナルとして、重要な交通拠点となっています。
また、平成25年度の高速乗合バス制度の改定に伴い、高速乗合バスを誘致し、交通拠点としての充実化を
図っています。今後、羽田空港の更なる国際線発着増便に対する空港アクセスの拡充に向け、更なる公益
的使命と観光振興に寄与する事が求められます。

横浜市都市整備局  経営に関する方針（素案） 

1

user
テキストボックス
資料1-1



団体名 横浜シティ・エア・ターミナル株式会社 所管課 都市整備局都市交通課
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協約（団体の経営向上等に向けた団体及び市の取組）

財務の改善に向けた取組

団体の目指す将来像 当期純利益の黒字継続

現在の取組
平成25年8月の高速乗合バス制度改正を契機とした新規バス路線の誘致による収益増と付帯事
業の損益改善に取り組んでいます。

方針期間の主要目標 ①当期純利益の黒字継続 ①当期純利益39百万円 ①当期純利益36百万円

具
体
的
取
組

団
体

成田空港線の減便など空港線は厳しい環境ですが、バスバースを効率的に活用した新規路線誘致などの取組を
進め、バスの発着回数の拡大を図るとともに、今後増加が見込まれるインバウンド旅客の取り込みを進め、総
利用客数目標を達成することで、収入の確保と経営の安定を図ります。

市

業務・組織の改革

団体の目指す将来像 効率的な業務運営と法令順守の徹底

現在の取組 会社設立以来初めて、平成25年度から従業員より役員の登用を行いました（従業員兼務役員）

方針期間の主要目標
①人員配置計画の見直し
②コンプライアンス意識の定着と従業
員意識調査の実施

①新制度対応に伴う増
員等の実施
②コンプライアンス研
修実施（1回）従業員
意識調査（1回）

①策定・実施（効率的
な業務運営の達成）
②実施

具
体
的
取
組

団
体

空港の24時間化対応などに向けて、適正な人員配置計画を策定、実施します。また、業務執行体制強化のため
研修を実施するなど、コンプライアンス意識を高める取組を進めます。

市

公的な役割を担う外郭団体としての
団体と市との円滑な連携・協力体制の構築に関する取組

27年度以降の関与のあり方検討を踏まえて記載します。 
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